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◇熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
１ 次に掲げる事務について、それぞれに掲げる市町村が処理することとし、別表を

改正することとした。（別表関係）
(１) 墓地、埋葬等に関する法律に基づく事務のうち、墓地等の経営許可等に関す

る事務
移譲先：宇城市（別表第３号関係）

(２) 火薬類取締法に基づく事務のうち、火薬類の譲渡又は譲受及び消費等の許可
等に関する事務

移譲先：宇城市、美里町（別表第１１号関係）
(３) 駐車場法に基づく事務のうち、路外駐車場設置の届出受理等に関する事務

（新規）
移譲先：八代市、荒尾市、玉名市、山鹿市、菊池市、長洲町、大津町、御船

町、嘉島町、芦北町（別表第１９号関係）
(４) 水道法に基づく事務のうち、簡易専用水道の指導監督等に関する事務

移譲先：天草市、宇城市（別表第２０号関係）
(５) 都市計画法に基づく事務のうち、都市計画施設等の区域内における建築の規

制、都市計画の決定又は変更に当たっての土地の試掘等の許可等に関する事務
移譲先：宇城市、城南町、大津町、御船町（宇城市、城南町は都市計画施設

等の区域内における建築の規制に関する事務に限る。大津町は都市計画の決定
又は変更に当たっての土地の試掘等の許可等に関する事務に限る。）（別表第２
８号関係）

(６) 浄化槽法に基づく事務のうち、浄化槽の設置等に関する事務
移譲先：合志市、南小国町、小国町、産山村、高森町、南阿蘇村、西原村

（別表第３６号関係）
(７) 被災市街地復興特別措置法に基づく事務のうち、土地の形質の変更等の許可

等に関する事務
移譲先：山鹿市、大津町、御船町、芦北町（別表第３８号関係）

２ 関係法令の改正に伴う根拠条文等の変更することとした。（別表第１３号、第３
９号、第４０号及び第４３号から４５号まで関係）

３ その他規定を整理することとした。（別表第３号、第１３号、第２０号、第２８
号、第３６号及び第３９号関係）

４ この条例は、平成２１年４月１日から施行することとした。ただし、２及び３の
改定は、公布の日から施行することとした。

５ 経過措置（附則第２項関係）
条例の施行の際知事が行った処分等で現に効力を有するもの又は条例施行日前に

知事に対してされた申請等は、条例施行日以後事務を移譲する市町村の長のした処
分等又は条例施行日以後事務を移譲する市町村の長に対してされた申請等とみなす
旨の経過措置を定めることとした。

号外 第４８号

平成 20 年 12 月 22 日 (月)

（毎週 火･金発行）

本号で公布された条例のあらまし
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◇熊本県手数料条例の一部を改正する条例
１ 政治資金規正法の一部改正に伴い、手数料の新設を行うこととした。（第２条第

１項第９３号の２関係）
収支報告書等の写しの交付手数料

政治資金規正法第２０条の２第２項の規定に基づく収支報告書、監査意見書又
は政治資金監査報告書（以下「収支報告書等」という。）の写しの交付について、
次に掲げる交付の方法に応じた額とすることとした。

(１) 複写機により用紙に複写したものの交付 用紙１枚につき１０円
(２) スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をフロッピーディスクに複写し

たものの交付 フロッピーディスク１枚につき５０円に当該収支報告書等の用
紙１枚ごとに１０円を加えた額

(３) スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をコンパクトディスクに複写し
たものの交付 コンパクトディスク１枚につき１００円に当該収支報告書等の
用紙１枚ごとに１０円を加えた額

２ この条例は、平成２１年１月１日から施行することとした。
３ 熊本県収入証紙条例の一部改正（附則第２項関係）

この条例による手数料の新設に伴い、熊本県収入証紙条例の一部を改正すること
とした。

◇熊本県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例
１ 整備法による改正後の特定非営利活動促進法第１４条の７第３項の規定により、

社員総会に出席しない社員は、定款で定めることにより、書面による表決に代えて
都道府県の条例で定める電磁的方法により表決することができるとされたことに伴
い、知事所管の特定非営利活動法人が当該表決方法を執ることができるよう、電子
情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を次のとおり
定めることとした。（第２条の２関係）
(１) 方法は、ア又はイに掲げるものとすることとした。

ア 電子情報処理組織を使用する方法のうち（ア）又は（イ）に掲げるもの
(ア) 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを

接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機
に備えられたファイルに記録する方法

(イ) 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情
報の内容を電気通信回線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、
当該情報の提供を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイ
ルに当該情報を記録する方法

イ 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録して
おくことができる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付
する方法

(２) （１）のア及びイに掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力するこ
とにより書面を作成することができるものでなければならないこととした。

２ この条例は、公布の日から施行することとした。

◇ようこそくまもと観光立県条例
１ 総則を次のように定めることとした。

(１) この条例の目的を規定することとした。（第１条関係）
(２) 観光立県の実現に関する施策の基本理念について規定することとした。（第

２条関係）
(３) 県の責務について規定することとした。（第３条関係）
(４) 県民の役割について規定することとした。（第４条関係）
(５) 観光事業者の責務について規定することとした。（第５条関係）
(６) 観光関係団体の責務について規定することとした。（第６条関係）
(７) 旅行者の協力について規定することとした。（第７条関係）
(８) 知事は「観光立県推進計画」を定めることを規定することとした。（第８条

関係）
(９) 県民総参加のための体制の整備について規定することとした。（第９条関係）

２ 観光立県の実現に関する施策の推進に関し、次のように定めることとした。（第
１節－第５節関係）
(１) 魅力ある観光地の形成

ア 地域資源の活用による魅力ある観光地の形成について規定することとした。
（第１０条関係）

イ 新たな旅行の分野の開拓について規定することとした。（第１１条関係）
ウ 国際競争力の高い魅力ある観光地の形成について規定することとした。(第

１２条関係)
(２) もてなしの向上及び人材の育成

ア 旅行者に対するもてなしの向上について規定することとした。（第１３条
関係）

イ 観光立県の実現に寄与する人材の育成について規定することとした。（第
１４条関係）
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熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに
公布する。

平成２０年１２月２２日
熊本県知事 蒲 島 郁 夫

熊本県条例第６３号
熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（平成１１年熊本県条例第５８
号）の一部を次のように改正する。

別表第３号事務の欄（２）中「及び」を「又は」に改め、同号市町村等の欄中「上天草
市」の次に「、宇城市」を加え、同表第１１号事務の欄中「という。）」の次に「及び火
薬類取締法施行規則（昭和２５年通商産業省令第８８号。以下この号において「施行規則」
という。）」を加え、同欄(26)中「火薬類取締法施行規則（昭和２５年通商産業省令第８
８号）」を「施行規則」に改め、「報告書等」の次に「（同条の表第１１号に規定するも
のに限る。）」を加え、「（第１欄中１１及び１２に規定するものに限る。）」を削り、
同欄(26)の次に次のように加える。
（27） 施行規則第８１条の１４の規定による報告書等（同条の表第１２号に規定するも

のに限る。）の受理に関する事務
別表第１１号市町村等の欄中「宇土市及び上天草市（火薬類のうち煙火の消費に係るも

のを除く。）」を「（１）から（６）まで、（９）から(14)まで、(19)、(21)、(23)及び
(27)に掲げる事務にあっては宇土市、上天草市、宇城市、美里町」に、「、(24)及び(25)
に掲げる事務（火薬類のうち煙火の消費に係るものに限る。）」を「及び(24)から(26)ま
でに掲げる事務のうち、煙火の消費に係るもの」に改め、「天草広域連合」の次に「、煙
火の消費に係るもの以外のものにあっては宇土市、上天草市、宇城市、美里町」を加え、
同表第１３号事務の欄（１）中「及び」を「又は」に改め、同欄（２）中「第１条、第１
条の３第２項」を「第１条の２、第１条の４第２項」に改め、同表中第６８号を第６９号
とし、第４５号から第６７号までを１号ずつ繰り下げ、同表第４４号事務の欄中「臨床検
査技師、衛生検査技師等に関する法律施行令」を「臨床検査技師等に関する法律施行令」
に改め、同欄（１）中「第３条、第５条第２項、第６条第１項、第７条第２項及び第８条

(３) 県民の理解を深めるための取組の強化等
ア 県民の理解を深めるための措置について規定することとした。（第１５条

関係）
イ 観光週間について規定することとした。（第１６条関係）
ウ 県民の自主的な活動の促進について規定することとした。（第１７条関係）

(４) 国内外に対する広報宣伝活動の強化等
ア 県外からの旅行者の来訪の促進について規定することとした。（第１８条

関係）
イ 外国からの旅行者の来訪の促進について規定することとした。（第１９条

関係）
(５) 快適な旅行のための施設等の整備

ア 旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備について規定するこ
ととした。（第２０条関係）

イ 旅行者の利便の増進について規定することとした。（第２１条関係）
ウ 観光地における環境の保全について規定することとした。（第２２条関係）

３ 熊本県観光審議会の運営に関し、必要な事項を定めることとした。（第２３条－
第２８条関係）

４ この条例に定めるもののほか、必要な事項は、知事が定めることとした。（第２
９条関係）

５ この条例は、公布の日から施行することとした。
６ 熊本県観光審議会設置条例は、廃止することとした。（附則第２項関係）

◇熊本県警察本部の内部組織に関する条例の一部を改正する条例
１ 警務部の分掌事務に「オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給

に関する法律第３条第１項に規定する給付金に関すること。」を加える等の改正を
行うこととした。（第３条関係）

２ この条例は、公布の日から施行することとした。

◇熊本県警察の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する条例
１ 平成２０年１０月６日、旧下益城郡富合町が熊本市に編入合併され、熊本市が新

たな住所表示を告示したことから、暫定的に表記していた熊本県熊本南警察署の管
轄区域を告示された住所表示に変更することとした。（別表関係）

２ この条例は、公布の日から施行することとした。

条 例
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第２項」を「第１条、第３条第２項、第４条第１項、第５条第２項及び第６条第２項」に
改め、同欄（２）中「第８条第５項及び第９条」を「第６条第５項及び第７条」に改め、
同号を同表第４５号とし、同表第４３号事務の欄（１）中「第１条、第３条第２項、第４
条第１項、第５条第２項及び第６条第２項」を「第３条、第５条第２項、第６条第１項、
第８条第２項及び第９条第２項」に改め、同欄（２）中「第６条第５項及び第７条」を「第
９条第５項及び第１０条」に改め、同号を同表第４４号とし、同表第４２号事務の欄（１）
中「第１条、第３条第２項、第４条第１項、第５条第２項及び第６条第２項」を「第３条、
第５条第２項、第６条第１項、第８条第２項及び第９条第２項」に改め、同欄（２）中「第
６条第５項及び第７条」を「第９条第５項及び第１０条」に改め、同号を同表第４３号と
し、同表中第４１号を第４２号とし、第４０号を第４１号とし、同表第３９号事務の欄中
「第５条第１項」を「第１０条第１項」に改め、同号を同表第４０号とし、同表第３８号
事務の欄（４）及び（５）中「及び」を「又は」に改め、同欄（６）中「第９条第１２項」
を「第９条第１３項」に改め、同欄(17)中「第７条第１０項及び第１２項」を「第７条第
１１項から第１４項まで」に改め、「（許可証に係るものに限る。）」を削り、同欄(18)
を削り、同欄中(19)を(18)とし、同号市町村等の欄中「(18)」を「(17)」に、「(19)」を
「(18)」に、「、水俣市」を「及び水俣市」に改め、同号を同表第３９号とし、同表第３
７号市町村等の欄中「玉名市」の次に「、山鹿市」を、「長洲町」の次に「、大津町、御
船町」を、「益城町」の次に「、芦北町」を加え、同号を同表第３８号とし、同表中第３
６号を第３７号とし、同表第３５号市町村等の欄中「宇土市」の次に「、合志市」を、「菊
陽町」の次に「、南小国町、小国町、産山村、高森町、南阿蘇村、西原村」を、「錦町」
の次に「、あさぎり町」を加え、「球磨村、あさぎり町」を「球磨村」に改め、同号を同
表第３６号とし、同表中第３４号を第３５号とし、第２８号から第３３号までを１号ずつ
繰り下げ、同表第２７号事務の欄(10)から(12)まで中「に基づく」を「による」に改め、
同号市町村等の欄を次のように改め、同号を同表第２８号とする。

（１）及び（２）に掲げる事務にあっては各市（熊本市、水俣市、上天草市、宇城市

及び合志市を除く。）、長洲町、大津町、菊陽町、御船町、嘉島町、益城町、芦北町、

（３）、（４）、(13)及び(14)に掲げる事務にあっては各市(熊本市及び上天草市を

除く。)、城南町、長洲町、植木町、大津町、菊陽町、御船町、嘉島町、益城町、芦

北町、（５）から(12)までに掲げる事務にあっては各市（熊本市、水俣市、上天草市

及び合志市を除く。）、城南町、長洲町、大津町、菊陽町、御船町、嘉島町、益城町、

芦北町
別表中第２６号を第２７号とし、第２０号から第２５号までを１号ずつ繰り下げ、同表

第１９号事務の欄（３）中「及び」を「又は」に改め、同号市町村等の欄中「玉名市」の
次に「、天草市」を、「上天草市」の次に「、宇城市」を加え、同号を同表第２０号とし、
同表第１８号の次に次の１号を加える。

１９ 駐車場法（昭和３２年法律第１０６号。以下この号において

「法」という。）に基づく事務のうち、次に掲げるもの

（１） 法第１２条の規定による路外駐車場の設置の届出及び変更の

届出の受理に関する事務

（２） 法第１３条第１項及び第４項の規定による管理規程の届出及

び変更の届出の受理に関する事務

（３） 法第１４条の規定による路外駐車場の供用に係る休止又は廃

止の届出及び再開の届出の受理に関する事務

（４） 法第１８条第１項の規定による報告若しくは資料の提出の要

求又は立入検査に関する事務

（５） 法第１９条の規定による是正及び供用の停止の命令に関する

事務

八代市、荒尾

市、玉名市、

山鹿市、菊池

市、長洲町、

大津町、御船

町、嘉島町、

芦北町

附 則
１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、別表第３号事務の欄、第１

３号事務の欄、第１９号事務の欄及び第２７号事務の欄の改正規定、同表第３５号市町
村等の欄の改正規定（「錦町」の次に「、あさぎり町」を加え、「球磨村、あさぎり町」
を「球磨村」に改める部分に限る。）、同表第３８号事務の欄及び市町村等の欄の改正
規定並びに同表第３９号事務の欄、第４２号事務の欄、第４３号事務の欄及び第４４号
事務の欄の改正規定は、公布の日から施行する。

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）の施行の際改正後の熊本県知
事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（以下「新条例」という。）別表事務の
欄に掲げる事務に係るそれぞれの法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定によ
り知事がした処分その他の行為で現にその効力を有するもの又はこの条例の施行の日
（以下「施行日」という。）前に法令等の規定により知事に対してされた申請その他の
行為で、施行日以後においては新条例別表市町村等の欄に掲げる市町村の長が管理し、
及び執行することとなる事務に係るものは、施行日以後における法令等の適用について
は、当該市町村の長のした処分その他の行為又は当該市町村の長に対してされた申請そ
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の他の行為とみなす。

熊本県手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１２月２２日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第６４号

熊本県手数料条例の一部を改正する条例
熊本県手数料条例（平成１２年熊本県条例第９号）の一部を次のように改正する。
第２条第１項第９３号の次に次の１号を加える。
(93)の2 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条の２第２項の規定に

基づく収支報告書、監査意見書又は政治資金監査報告書（以下「収支報告書等」
という。）の写しの交付

収支報告書等の写しの交付手数料 別表第７の２に掲げる区分に応じた額
別表第７の次に次の１表を加える。

別表第７の２（第２条第１項第９３号の２関係）

区 分 金 額

複写機により用紙に複写したものの交付 用紙１枚につき１０円

スキャナにより読み取ってできた電磁的記

録をフロッピーディスクに複写したものの

交付

フロッピーディスク１枚につき５０円に

当該収支報告書等の用紙１枚ごとに１０

円を加えた額

スキャナにより読み取ってできた電磁的記

録をコンパクトディスクに複写したものの

交付

コンパクトディスク１枚につき１００円

に当該収支報告書等の用紙１枚ごとに１

０円を加えた額

附 則
１ この条例は、平成２１年１月１日から施行する。
２ 熊本県収入証紙条例（昭和３９年熊本県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

別表第１手数料の項中第８８号の次に次の１号を加える。
88の2 収支報告書等の写しの交付手数料

熊本県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１２月２２日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第６５号

熊本県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例
熊本県特定非営利活動促進法施行条例（平成１０年熊本県条例第４３号）の一部を次の

ように改正する。
第２条の次に次の１条を加える。
（社員の表決に係る電磁的方法）

第２条の２ 法第１４条の７第３項に規定する電子情報処理組織を使用する方法その他の
情報通信の技術を利用する方法は、次に掲げる方法とする。
(１) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの

ア 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電
気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル
に記録する方法

イ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を
電気通信回線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受け
る者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方法

(２) 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくこ
とができる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

２ 前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作
成することができるものでなければならない。

附 則
この条例は、公布の日から施行する。

ようこそくまもと観光立県条例をここに公布する。
平成２０年１２月２２日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第６６号

ようこそくまもと観光立県条例
目次
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前文
第１章 総則（第１条－第９条）
第２章 観光立県の実現に関する施策の推進

第１節 魅力ある観光地の形成（第１０条－第１２条）
第２節 もてなしの向上及び人材の育成（第１３条・第１４条）
第３節 県民の理解を深めるための取組の強化等（第１５条－第１７条）
第４節 国内外に対する広報宣伝活動の強化等（第１８条・第１９条）
第５節 快適な旅行のための施設等の整備（第２０条－第２２条）

第３章 熊本県観光審議会（第２３条－第２８条）
第４章 雑則（第２９条）
附則
観光は、地域経済の活性化、雇用機会の増大等、サービス業、農林水産業、製造業を始

めとした県民経済のあらゆる領域にわたり幅広くその発展に貢献するとともに、県民が旅
行者との交流を通して、郷土についての知識を深め、地域の魅力を再認識していくことに
寄与するものである。特に高齢化が進み、若者の雇用の場の確保が求められ、また、県内
外にわたる地域間相互の交流の拡大等による地域の活性化が必要不可欠となっている本県
において、観光の果たす役割は極めて重要である。

本県は、九州の中央に位置し、国内外から九州を訪れる旅行者の集客と広域的連携に優
れた立地条件を有し、至る所に雄大な自然、魅力的な風土、悠久の時の流れの中で刻まれ
てきた歴史、人々の暮らしに息づく文化等多彩な資源が豊富に存在している。

これらの特性を最大限に生かし、観光を総合産業として確立させるとともに、県民が、
旅行者と協力して魅力的な観光地の形成に関与することにより、郷土に誇りと愛着を持つ
ことができる地域社会を形成する観光立県の実現は、県民が豊かで潤いのある生活を享受
していく上で重要な課題である。

しかしながら、本県における観光の現状は、本県の恵まれた立地と豊富な資源を生かし
きれておらず、旅行者の需要の高度化、旅行の形態の多様化等への的確な対応は十分に行
われていない。

こうした状況の中、本県の資源を最大限に活用した魅力ある観光地の形成、もてなしの
向上、国内外からの旅行者の来訪の促進等観光立県の実現に関する施策を県、市町村、県
民、観光事業者及び観光関係団体が連携し、及び協力して総合的かつ計画的に推進するた
め、この条例を制定する。

第１章 総則
（目的）

第１条 この条例は、観光立県を実現するための基本理念を定め、県、県民、観光事業者
（主として旅行者を対象として事業を行う事業者その他観光に関連する事業を行う事業
者をいう。以下同じ。）及び観光関係団体（観光事業者で組織される団体並びに観光の
振興を目的として観光事業者及び行政機関で組織される団体をいう。以下同じ。）の責
務等を明らかにするとともに、観光立県の実現に関する施策の基本となる事項を定める
ことにより、観光立県の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、経済の発展に
よる豊かな県民生活の実現及び県民が郷土に誇りと愛着を持つことができる地域社会の
実現に寄与することを目的とする。
（基本理念）

第２条 観光立県の実現に関する施策は、地域の資源を生かした魅力ある観光地の形成に
よって生み出される旅行者と県民の交流の拡大が経済の発展に結びつき豊かな県民生活
の実現のために重要であるという認識の下に講ぜられなければならない。

２ 観光立県の実現に関する施策は、県民が地域の歴史、文化等に対する理解を深めるこ
とが郷土に誇りと愛着を持つことができる地域社会を実現し、魅力ある観光地の形成、
旅行者の受入れの体制の強化及び旅行者の満足度の向上のために重要であるという認識
の下に講ぜられなければならない。

３ 観光立県の実現に関する施策は、県、市町村、県民、観光事業者及び観光関係団体が
それぞれの役割に応じて相互に連携し、及び協働することにより、その効果が最大限に
発揮されるという認識の下に講ぜられなければならない。
（県の責務）

第３条 県は、前条に規定する観光立県を実現するための基本理念（以下「基本理念」と
いう。）にのっとり、市町村、県民、観光事業者及び観光関係団体と連携し、かつ、協
力して観光立県の実現に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
（県民の役割）

第４条 県民は、観光立県の意義に対する理解を深め、魅力ある観光地の形成に積極的な
役割を果たすよう努めるとともに、旅行者を温かく迎えるよう努めるものとする。
（観光事業者の責務）

第５条 観光事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し旅行者に快適なサービ
スを提供するとともに、地域における他の産業の事業者と連携することにより地域の活
性化に努めるものとする。

２ 観光事業者は、県が実施する観光立県の実現に関する施策に協力するよう努めるもの
とする。
（観光関係団体の責務）

第６条 観光関係団体は、基本理念にのっとり、地域における他の産業の事業者及び団体
との連携を図りながら事業活動を行うよう努めるとともに、観光に関する情報の発信、
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旅行者の誘致及び旅行者の受入れの体制の整備に取り組むよう努めるものとする。
２ 観光関係団体は、県が実施する観光立県の実現に関する施策に協力するよう努めるも

のとする。
（旅行者の協力）

第７条 県、観光事業者及び観光関係団体は、魅力的な観光地が旅行者の地域の行事への
参加等様々なかかわりによって形成されるという認識の下、旅行者が県民とともに観光
資源の育成及び保全に努めるよう協力を求めるものとする。
（観光立県推進計画）

第８条 知事は、観光立県の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、観光
立県の実現に関する基本的な計画（以下「観光立県推進計画」という。）を策定するも
のとする。

２ 知事は、観光立県推進計画を定めようとするときは、県民の意見を反映させるために
必要な措置を講ずるとともに、熊本県観光審議会の意見を聴かなければならない。

３ 知事は、観光立県推進計画を定めたときは、速やかに、これを公表しなければならな
い。

４ 知事は、毎年度、観光立県推進計画の実施状況について、熊本県観光審議会に報告す
るものとする。

５ 第２項及び第３項の規定は、観光立県推進計画の変更について準用する。
（県民総参加のための体制の整備）

第９条 県は、観光立県の実現に向けて魅力ある観光地の形成、もてなしの向上等に関し
て県民誰もが参加できるような取組を推進していくための体制を整備するものとする。

第２章 観光立県の実現に関する施策の推進
第１節 魅力ある観光地の形成

（地域資源の活用による魅力ある観光地の形成）
第１０条 県は、競争力の高い魅力ある観光地の形成を図るため、史跡、名勝、天然記念

物等の文化財、歴史的風致、優れた自然の風景地、農林水産業等の営みによって形成さ
れた景観その他の文化的景観、温泉、湧水、地域の特色ある食文化その他文化、産業等
に関する資源の育成、保全及び開発に必要な施策を講ずるものとする。
（新たな旅行の分野の開拓）

第１１条 県は、社会環境の変化に対応した新たな旅行の分野を開拓するため、地域で育
まれた資源を活用し、自然体験活動、農林水産業に関する体験活動等を目的とする旅行、
心身の健康の保持増進のための旅行、歴史、文化等への理解を深めるための旅行、長期
に滞在する旅行その他の多様な旅行の形態の普及に必要な施策を講ずるものとする。
（国際競争力の高い魅力ある観光地の形成）

第１２条 県は、国際競争力の高い魅力ある観光地の形成を図るため、市町村、観光事業
者その他の関係者と連携し、旅行者に対する観光地の特性を生かした良質なサービスの
提供に必要な施策を講ずるものとする。

第２節 もてなしの向上及び人材の育成
（旅行者に対するもてなしの向上）

第１３条 県は、旅行者に対するもてなしの向上を図るため、地域の特色ある食文化の紹
介、地域の特産品を用いた商品の開発及びもてなしに関する学習の機会の提供に必要な
施策を講ずるものとする。
（観光立県の実現に寄与する人材の育成）

第１４条 県は、観光立県の実現に寄与する多様な人材の育成を図るため、観光事業に従
事する者その他の関係者の知識及び能力の向上、地域の固有の歴史、文化等に関する知
識の普及並びに大学等と連携した人材育成の促進等に必要な施策を講ずるものとする。

第３節 県民の理解を深めるための取組の強化等
（県民の理解を深めるための措置）

第１５条 県は、観光立県の意義に対する県民の理解を深めるため、地域の歴史及び文化
その他の観光に関する知識を学習する機会の提供に必要な施策を講ずるものとする。
（観光週間）

第１６条 県は、県民が具体的行動を通して魅力ある観光地の形成に関心と理解を深める
ようにするため、市町村、県民、観光事業者及び観光関係団体と連携しながら観光立県
の実現に向けた重点的な取組を行う週間として、観光週間を設けるものとする。
（県民の自主的な活動の促進）

第１７条 県は、観光立県の実現に関する活動を積極的に行う者に対し、その自主的な活
動を促進するため、必要な支援を行うものとする。

２ 県は、観光立県の実現に関する活動に顕著な功績のあった団体及び個人の表彰に努め
るものとする。

第４節 国内外に対する広報宣伝活動の強化等
（県外からの旅行者の来訪の促進）

第１８条 県は、観光の目的、事業活動の目的、スポーツ、文化、学術、芸術等の行事へ
の参加の目的等多様な目的での県外からの旅行者の来訪の促進を図るため、観光地に関
する広報宣伝、行事の誘致の促進等を行うとともに、県内外にわたる広域的な連携の促
進に必要な施策を講ずるものとする。
（外国からの旅行者の来訪の促進）

第１９条 県は、外国からの旅行者の来訪の促進による国際観光の振興を図るため、本県
の歴史、伝統、文化等を生かした海外における広報宣伝活動の重点的かつ効果的な実施、
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海外の観光事業者等に対する観光旅行に関する情報の提供、国際会議その他の国際的な
規模で開催される行事等の誘致の促進、外国人観光旅客の受入れの体制の整備等に必要
な施策を講ずるものとする。

第５節 快適な旅行のための施設等の整備
（旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備）

第２０条 県は、旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備を図るため、空港、
港湾、鉄道、道路、駐車場その他の観光の基盤となる交通施設の整備及び交通の利便性
の向上に必要な施策を講ずるものとする。
（旅行者の利便の増進）

第２１条 県は、旅行者の利便の増進を図るため、高齢者、障害者、外国人その他特に配
慮を要する旅行者を含めたすべての旅行者が円滑に利用できる観光関連施設及び公共施
設の整備並びにこれらの利便性の向上、情報通信技術を活用した観光に関する情報の提
供等に必要な施策を講ずるものとする。
（観光地における環境の保全）

第２２条 県は、観光地における環境の保全を図るため、環境の保全に関する知識の普及
及び環境の保全のための施設の整備に必要な施策を講ずるものとする。

第３章 熊本県観光審議会
（審議会の設置）

第２３条 知事の附属機関として、熊本県観光審議会（以下「審議会」という。）を置く。
２ 審議会は、知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。

(１) 観光立県推進計画の策定及び促進に関する事項
(２) 前号に掲げるもののほか、観光振興に関する重要事項

３ 審議会は、前項各号に掲げる事項について、知事に意見を述べることができる。
（組織）

第２４条 審議会は、委員２０人以内で組織する。
２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に臨時委員を置くことがで

きる。
３ 委員及び臨時委員は、観光に関し識見を有する者のうちから知事が任命する。

（委員等の任期）
第２５条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。
２ 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは解任されるものとす

る。
３ 委員は、再任されることができる。

（会長等）
第２６条 審議会に、会長及び副会長１人を置く。
２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。
３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
５ 会長及び副会長にともに事故があるときは、あらかじめ会長の指名した委員がその職

務を代理する。
（会議）

第２７条 審議会は、会長が招集し、会議の議長となる。
２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。
４ 前項の場合において議長は、委員として議決に加わることができない。
５ 臨時委員は、当該特別の事項に関する会議については、委員とみなす。

（庶務）
第２８条 審議会に関する庶務は、商工観光労働部において行う。

第４章 雑則
（雑則）

第２９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、知事が定める。
附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。
２ 熊本県観光審議会設置条例（昭和３６年熊本県条例第５３号）は、廃止する。

熊本県警察本部の内部組織に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１２月２２日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第６７号

熊本県警察本部の内部組織に関する条例の一部を改正する条例
熊本県警察本部の内部組織に関する条例（昭和２９年熊本県条例第３２号）の一部を次

のように改正する。
第３条第１号中ナをニとし、トを削り、テをナとし、ツをテとし、テの次に次のように

加える。
ト オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関する法律（平成２
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０年法律第８０号）第３条第１項に規定する給付金に関すること。
第３条第１号中チをツとし、コからタまでをサからチまでとし、ケの次に次のように加

える。
コ 留置施設に関すること。

附 則
この条例は、公布の日から施行する。

熊本県警察の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する条例をこ
こに公布する。

平成２０年１２月２２日
熊本県知事 蒲 島 郁 夫

熊本県条例第６８号
熊本県警察の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する条例

熊本県警察の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例（昭和２９年熊本県条例第
３４号）の一部を次のように改正する。

別表熊本県熊本南警察署の項中「鳶町二丁目」の次に「、富合町榎津、富合町大町、富
合町御船手、富合町硴江、富合町上杉、富合町清藤、富合町木原、富合町小岩瀬、富合町
莎崎、富合町古閑、富合町国町、富合町菰江、富合町三拾町、富合町志々水、富合町釈迦
堂、富合町新、富合町杉島、富合町田尻、富合町西田尻、富合町平原、富合町廻江、富合
町南田尻」を加え、「、平成２０年１０月５日における下益城郡富合町の区域」を削る。

附 則
この条例は、公布の日から施行する。


